
























第3章 保健所における監視指導事業

第7食 品関係保健所計画事業

平成16年 度 保健所計画事業

保健所 事業名 ・実施 目的 ・内容 ・結果の概要等

西多摩

<事 業名>特 定給食施設への健康危機管理サポー ト事業(新 規)

<実 施目的>

西多摩圏域は多くの特定給食施設を有する。 これらのうち、特に高齢者、年少者、乳幼児など疾病等に

対する抵抗性が弱いハイ リスクグループを対象にした施設では、食中毒、感染症などの健康危機に対する

取り組みが重要な課題 となっている。

そこで、平成15年 度に作成 した西多摩保健医療圏地域保健医療推進プランに基づき、これら特定給食施

設の健康危機管理体制の充実を目的に、各種のサポー ト事業を行い、各施設の健康危機管理に対する取 り

組みの強化と意識の醸成を図ることとした。

なお、本事業は、生活環境安全課環境衛生係、保健栄養係、保健対策課感染症対策係の協力を得て行った。

<実 施内容>

実施期間:平 成16年9月 から平成17年3月

対象業態:西 多摩保健所管内の特定給食施設

実施内容:(1)健 康危機管理講習会

(2)各 施設の健康危機管理取 り組み実態把握(複 数回答可とし、33施 設から回答が得られた)

(3)施 設維持管理のための環境測定の実施

<結 果概要>

1健 康危機管理講習会(「平常時対応」:48施設52名 、 「健康危機管理マニュアル作成技術」:46施 設50名)

食中毒や感染症発生時の保健所への通報方法、立ち入りした保健所が行 う再発防止のための指示事項、

代替給食の方法、返却食器等による厨房内汚染の防止策などについて情報提供 した。

2各 施設の健康危機管理取 り組み実態把握アンケー ト調査(対 象33施 設、()内 は上位1、2位 までの

回答)

(1)健 康危機管理の情報入手先(各 種講習会、保健所)(2)危 機管理マニュアルの作成では、施設全体

の総合健康危機マニュアル として(食 中毒対応、感染症対応)、 個別事項ごとでは(感 染症対策、院内

感染症対策)(3)食 中毒・感染症発生時の施設の体制では、責任者を含めた対策会議の設置が28施 設、

緊急連絡網の作成が24施 設(4)危 機管理マニュアルの周知方法は、施設全体での対応で、研修会での

説明が9施 設、会議1施 設。各部門での対応では(マ ニュアルの掲示 ・備え付け、ミーティングで周知)

(5)マ ニュアルに基づいた訓練では、実施 したのは5施 設のみであった。できなかった理由は(マ ニュ

アルが未完成、必要性感 じず)(6)代 替給食については、給食休止の場合の態勢は(仕 出し・給食受託

業者利用、同一法人の調理施設利用)(7)食 中毒以外の疾病の発生の有無では(疥 癬、MRSA)(8)保

健所への要望については(講 習会・研修会等の情報提供、施設巡回等の指導)

3施 設維持管理のための環境測定(希 望のあった10施 設)

室内環境測定、浴槽水調査、設備調査等について調査したところ、厨房内のグリスフィルタ等の清掃状

況の悪い施設が若干あったことを除き、特に問題 となるような施設はなかった。

<ま と め>

健康危機に対する予防対策は、各施設ともマニュアルを作成するなど前向きに取 り組んでいる姿勢がみ

られるが、実際に面接 してみると、ほとんどの施設で作成したマニュアルに具体的な対策が記述されてい

ない と感 じられた。特に代替給食の措置については、施設の多くは代替策があると判断 しているが、実際

には衛生的に配食する設備、車も保有 していない。原因施設では、調理従事者が食品取 り扱いの従事制限

を受けることも考慮 されていない。また、居室で感染症が発生 した場合、厨房に返却される食器や残渣に

よって二次的に従事者や厨房内汚染を起こす可能性があることも認識 されていなかった。自分の施設では

事故が発生 していないため、発生時の対応が具体的にイメージできないもの と思われる。

健康危機管理講習会では、具体的な情報を得た各施設から自施設の健康危機管理マニュアルに反映でき

るなどの高い評価の他、危機管理シミュレーションに保健所が参画 して欲 しいなどの要望を得た。

今後は、所内の各セクションと協働 し、保健所の持つ各種技術を地域に還元することを基本として、各

施設の具体的な危機管理の推進を更に展開していく予定である。

八王子

<事 業名>管 内病院間の代替給食試行時の衛生学的調査について(継 続)

<実 施目的>

管内の病院連携組織では、事故発生時の危機管理の一環 として相互に食事を供給する代替給食訓練を行

なっている。平成14年 度から始まった本事業では、訓練で調製 される代替給食の細菌検査とその結果に基

づく指導等を通 して、衛生面からこの訓練をサポー トしてきた。 この訓練自体は事故に備えての対策であ

るが、活動を通 して更なる衛生水準の向上を目指 し、事故発生の リスクを低減 させることを最終目的とし
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八王子
ている。

<実 施 内容>

実施月 日:平 成16年9月14目

対象施設:危 機管理連携会会員の病院19施 設、老人保健施設1施 設 計20施 設

実施内容:

(1)細 菌検査

食中毒発生を想定した病院(2施 設)へ 、他の病院等給食施設で調製され、配送された給食(副 食主体)

54検 体(3検 体×18施 設)に ついて、健康安全研究センター多摩支所で細菌検査を実施。同時に手指・

器具類について拭取 り検査(簡 易)を 実施。

(2)支 援(「 衛生管理 レベルアッププログラム」)

手洗いキット、 「HACCP導 入のための衛生管理マニュアル」ビデオの貸出 し等

<結 果概要>

1細 菌検査結果

(1)食 品検査

細菌数は、1g当 たり10万 を超えた食品は7検 体(13.0%)。3検 体はサラダ等未加熱そう菜、4検 体

は加熱済そう菜で、その内2検 体が ミキサー食。 大腸菌群は1g当 たり1000を 超えた食品は、3検 体

(5.6%)。2検 体は加熱済そ う菜であった。 セ レウス菌は、加熱済み食品3検 体(5.6%)か ら検出。刻み食 ・

極刻み食で各1検 体ずつ検出。 大腸菌は、ナムル1検 体から検出。ウエルシュ菌は、ラーメンの付合わ

せのワカメから1検 体検出。黄色ブ ドウ球菌及びサルモネラ属菌は検出されなかった。

いずれについても、使用器具類からの二次汚染や加熱不足、加熱後の食品の取扱い等調理工程におけ

る食品の取扱いに問題があると思われる。

(2)拭 き取り(簡 易検査)

黄色ブ ドウ球菌は、手指292検 体中23(7.9%)、 器具類22検 体中3(13.6%)が 不良。大腸菌群は、

手指280検 体中5(1.8%)、 器具類33検 体中1検 体(3.0%)が 不良であった。

<ま とめ>

14年 度から15年 度にかけて、細菌数の検出率の著しい減少が見られ、大腸菌群についても15年 度から

16年 度にかけて減少し、黄色ブ ドウ球菌は16年 度については検出しなかった。このことは、3年 間の衛生

管理講習会 ・配食訓練結果評価講習会(フ ィー ドバック)の 開催等による危機管理連携会への支援と、各

施設の取組みによる成果であると思われる。

しかし、加熱済み食品や ミキサー食か ら基準値以上の細菌数 ・大腸菌群が検出し、刻み食 ・極刻み食か ら

食中毒起因菌であるセレウス菌 ・ウエルシュ菌が検出され、また、ナムルからは大腸菌が検出されている。

また、食品の検査では黄色ブ ドウ球菌は検出されなかったが、拭き取り検査では盛 り付けやおにぎり調製

中の手指から検出されてお り、今後 も保健所の継続的な衛生管理指導と支援、各施設の衛生管理向上の取

組みが必要であると思われる。

現状の衛生状態では、代替給食の献立が制約されることは免れず、安全性を重視 した食品を選定せ ざるを

得ない。咀嚼 ・嚥下困難者等については、市販されているいわゆる 「やわらか食品」等を代替給食 として

用いることも考慮する必要がある。

どのレベルまで到達 したら、実際の事故時に相互供給することが可能になるかを判定することは難 しい

課題であ り、給食の供給による第二の事故が発生しないとい う保障はどこにもない。 しかし、危機管理連

携会は八王子市内の6病 院が幹事となり、災害時の食事の供給も視野にいれ、代替給食の衛生水準の向上

に努め、会員以外の病院等についても相互協力供給体制に取込むべく努力している。保健所 としては、今

後も支援 していく方針である。

南多摩

<事 業名>デ パー ト・スーパーにおける生鮮食品の表示実施状況について(継 続)

<実 施 目的>

平成15年 度から農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律(以 下JAS法 とい う)の 表示指

導業務が、生活文化局から健康局(現 福祉保健局)に 移され、平成16年 度からは保健所においてもその業

務を実施することになった。本事業は、生鮮食品の表示指導を実施するにあた り、デパー ト・スーパー及

び小売店における生鮮食品の表示状況を把握 し、表示実施率の向上を図る資料とするため実施 した。今回

は、生鮮食品の産地 ・名称等の表示実施状況について、前年度から行っているデパー ト・スーパーにおけ

る調査結果と今年度初めて実施 した小売店の調査結果について比較検討 したので報告する。

<実 施内容>

実施期間:平成16年10月 から平成17年1月 まで

対象施設:管 内のデパー ト1軒 、スーパー9軒 、小売店17軒(青 果店7、 食肉販売店6、 魚介類4)計27軒

実施内容:デパー ト・スーパー及び小売店で販売 されている、農産物、畜産物、水産物の取扱い全品 目につ

いて、それぞれ 「名称」 「産地」表示の実施状況調査、あわせて畜産物については 「部位」表示

を、水産物については 「養殖」、 「解凍」の表示実施状況を調査 した。
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南多摩
協力機 関:農 林水産省 関東農政局 東京農政事務所

<結 果概 要>

(1)前 年 度デパー ト・スーパー調査の結果 は、名称の表示 につ いては、農 産物5,132品 目中17品 目(0.33%)、

畜 産物2,169品 目中2品 目(0.09%)、 水 産物1,573品 目中1品 目(0.06%)が 不 良であ ったが、原産

地の表示については、農 産物91品 目(1.77%)、 畜 産物4品 目(0.18%)、 水 産物18品 目(1.14%)

が 不 良であった。

今年度のデパー ト ・スーパー調査の結果 は、名称の表示 につ いては、農 産物1,947品 目、畜産物910

品 目、水産物558品 目を調査 したが、100%実 施 していた。

原 産地の表示については、農産物36品 目(1.85%)、 畜 産物0品 目(0%)、 水 産物4品 目(0.72%)

が 不 良で あった。

今年度、は じめて調 査を実施 した小売店調査の結果は、名称 の表示 については、農産物437品 目中15

品 目(3.43%)、 畜 産物187品 目 中0品 目(0%)、 水 産物182品 目中2品 目(1.10%)が 不 良であった。

原産地の表示については、農産物437品 目中359品 目(82.15%)、 畜産物187品 目中68品 目(36.36%)、

水 産物182品 目中148品 目(81.32%)が 不 良であった。

畜産物の部位表示については、取扱いが あった16店 舗全てで表示 され ていた。

水産物の養殖表示及び解凍表示 について は取扱いがあった14店 舗 中デパー ト・スーパーの10店 舗で

表示 がされていたが、小売店では4店 舗 とも表示 されていなかった。

<ま とめ等>

デ パー ト・スーパーで は、不良表示の ほ とん どが見切 り品で、それ以外の表示は前年度同様 良好で あっ

た。

しか し、小売店におい ては低 い実施率で 、今後JAS法 の 表示指導が必要 と痛感 した。各店舗 ではJA

S法 表 示 の主旨に対 して理解 を示 してお り、また、消費者か らの要望 もあ るた め、適切 な指導を実施すれ

ば充分 な効果が期待でき ると思われ る。

なお、小売店 から 「市場の仲卸の表示が不適切」 との指摘があ った。 小売店の指導実施には流通全体の

表示指導(産 地か ら小売店 までの一貫 した表示指導)が 不可欠で ある。特 に産地表示 については、 中小の

小売店 は仕入時に箱単位 ではない少量仕入 品 もあ り、早朝の仕入れ にあた り、全て の商品 を書き留めて く

るのは不可能に近い状況があ る。

仲卸等 が伝票等に記載す るか、産地 に帯封や シール等で個別 に表示 を行 うよ う指導す る等の対応が必要

である。

また 、元箱での表示確認 は、全 品が店頭 に陳列 されて しま った場合、容器の ほとん どが廃棄物 と して処

分 され て しま うため、事前に仕入一覧表等 に転記 させ る等の指導をする必要が ある。

さ らに、青果 ・食 肉 ・魚介 それ ぞれ個別 にJAS法 表 示の周知 と指導用教材(業 種毎 に単独 のJAS法

表 示の リー フレッ ト等)の 必要性を感 じた。

町田

<事 業名>そ う菜等のフリーチョイス販売に係る実態調査(継 続)

<実 施 目的>

スーパー等でそう菜等を購入者が自ら選び、トング等で持ち帰 り容器等に入れる販売形態(以下、フリー

チ ョイス販売という)が多く見受けられ、異物混入や二次汚染等が危惧される。平成14年 度から町田保健

所では 「そう菜等のフリーチョイス販売に係る実態調査」を実施 している。今年度はフリーチ ョイス販売

における汚染状況を把握 し、取扱い面等の指導に資する目的 として、そ う菜類 とともにフリーチ ョイス販

売が多い業態であるパン類に着目し、調査を実施 した。

<実 施 内容>

実施期間:平 成16年9月 から11月

対象業態:菓 子製造業(パ ン類)

実施方法:(1)フ リーチ ョイス販売コーナーの トング、 トレーの拭取り検査

検査項目(大 腸菌群数、大腸菌、サルモネラ、黄色ブ ドウ球菌)

(2)フ リーチ ョイス販売していたパン類等(小 麦粉含む)の 細菌検査

検査項 目(大 腸菌群、大腸菌、サルモネラ、黄色ブ ドウ球菌、一般生菌数)

(3)調 査票を用いた実態調査

(4)拭 取 り及び細菌検査の検査項目

<結 果概要>

トング、 トレーの細菌検査の結果は非常に良好であった。またパン類の細菌検査結果もおおむね良好で

あった。調査票を用いた聞き取り調査の結果、多くの施設で客用手洗いが設置 されていないことや、ばら

売 りということで消費期限の表示がなされていないことが明らかになった。

<ま とめ等>
パン類のフリーチョイス販売は店員が常時監視できる環境にあり、また多くの施設で トング、 トレーが

会計時に回収され、適宜洗浄 されてお り、取 り扱いは良好であった。 しか し、様々な危害の防止の観点か

ら、客用手洗い設備の設置や異物混入防止、害虫対策についても注意が必要であると考えられた。一方で

フリーチョイス販売品については、ばら売 りとい うことで、消費期限、添加物、アレルギー等の情報がな

く、販売品も多種多様のことから、何 らかの表示があることが望ましいと考えられた。また3年 間の調査
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町田

を通 じ、フリーチョイス販売に対 しては、販売スペースは会計など店員が常時監視できる位置に設置する

のが望ましいこと、 トング類など購入者が直接触るものに対 しては、購入者に手洗いを周知すると共に、

こまめに取替え、洗浄 ・殺菌を確実に行 う必要があることが非常に重要であると考えられた。

多摩立川

(1)

<事 業名>プ ロビデンシア ・アルカリファシエンスの衛生学的実態調査(継 続)

<実 施 目的>

平 成14年 当所管内で発生 した原因物質不明の食 中毒事件 にお いて、プ ロビデンシア ・アル カ リファシエ

ンス(Proridencia alcalifaciens)が 患者 ふん便か ら高頻度 に検 出され、当該事件へ の関与が推定 され た。

そ の際 、患者 が発症前 に鶏 肉料理 をほぼ毎 日食 べていたこ とが判 明 したが、原因食 品を特定す るには至 ら

なかった。そのため、P.alcalifaciensの 衛 生学的実態調査 を行 い、今後の衛 生指導に供す ることを 目的

とす る。

<実 施 内容>

実 施期 間:平 成16年10月 か ら平成17年1月

対象施設:当 所管内4ヵ 所の認 定小規模食鳥処理業者、及び 当所 管外5ヵ 所の食鳥処理業者

実施方法:鶏 肉16検 体 、拭 き取 り55検 体(調 理器具 、廃棄物入れ、床面等)、 鶏ふん便15検 体につ いて、

P.alcalifaciens及 び サルモネ ラ属菌につ いて検査。鶏 肉は大腸菌 も検 査 した。

<結 果概 要>

いずれ からもP.alcalifaciensは 検 出 され なかったが、鶏 肉10検 体(62.5%)か ら大腸菌が検 出 され 、

胸 肉 と赤 もつ からサルモネ ラが検 出(い ずれ も07群 のInfantis)さ れ た。サル モネ ラが検出された胸 肉 と

赤 もつ は同一個体であった。 また、この鶏 肉を扱 った施設の拭取 り3検 体か らも同 じ血清型 のサルモネ ラ

が検 出 され た。

<ま とめ 等>

調 査対象施設ではP.alcalifaciensは 検 出 されず、食鳥処理施設等での汚染の機 会は少ないもの と推測

され る。東京都 内では、その後同様 な事例 は発 生 していないが、再びP.alcalifaciensに 起 因す る食 中毒

が発生す る恐れがない とは言えない。今後 、同様 の事例が発 生 した場合等 、P.alcalifaciensの 汚 染源調

査 を行 うにあたって、土壌や水 、動物 のふ ん便 等、今 までの調査 の枠 を越 え広域 な範 囲の調査が必要で あ

る と感 じた。

多摩立川

(2)

<事 業名>食 品の安全 ・安心確保に向けた実践型消費者教育 「食品衛生コラボ レイター」(継 続)

<実 施 目的>

今 日、BSE、 虚偽表示問題など食品の安全性や信頼性を揺るがす事件が続発 し、食に対する消費者の不

安や不信は極めて高まっている。このような中で、消費者の自立的な消費行動を、行政が消費者 との リス

クコミュニケーションにより支援 し、見学 ・実習など消費者自らが体験を通 して食に関する知識を習得 し、

食の安全 ・安心を守る行政の取り組みを理解するとともに、懇談会やモニター活動によって意見や要望を

表明できるよう本事業を計画した。

<実 施内容>

(1)第6回 事業(16年10月)講 演会 と食の安全を守るための保健所の取 り組みを紹介

(2)第7回 事業(17年2月)食 品工場見学会と食品工場への都の監視体制説明

※15年 度実施 事業

ア 第1回 事業(15年7月)講 習 、食 品検査施設見学

イ 第2回 事業(15年8月)講 習 、表示 の読み取 り実習

ウ 第3回 事業(15年9月)食 品流通 、輸入監視施設 見学

エ 第4回 事業(15年10月)三 者懇 談会

オ 第5回 事業(15年11月)交 流会

カ 食品衛生 コラボ レイ ター によるモニ ター とアンケー ト(15年7月 ～10月)

<結 果概要>

本年度は、講演会及び工場見学を中心に実施 したが、懇談会や検査施設見学と比べ、参加者の食に対す

る不安感の解消に役立った。参加者から「消費者自らが学び、知識 をつけるべきである」との提案が寄せら

れ、自立的な消費行動を支援 ・誘導するという目的が達成出来た。

参加者の各事業に対す る満足度は高く、保健所業務への理解 と関心を深めることもできた。
<ま とめ等>

様々な事業の組合せによる本事業は、参加者の食に対する不安感の解消に役立ち、消費者教育及び リス

クコミュニケーションの一手法として消費者の食品衛生行政に対する理解と関心を引き出すために先駆的

な役割を果たすものであった。

今後は、食品衛生行政への都民の理解 と関心を深めるために、本事業を通 じて得 られた消費者意識等の有

効活用をしていくと共に、消費者教育の場などで食品衛生業務を積極的に紹介 していくこととする。

多摩府中

<事 業名>対 面販売されるそう菜のアレルギー物質表示について(継 続)

<実 施目的>

近年、乳幼児から成人に至るまで食物アレルギーを持つ人は年々増加の傾向にあ り、こうした危害を未

然に防ぐため、表示を通 した消費者への情報提供の必要性が高ま り、平成13年4月 より、アレルギー物質
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多摩府中
を含んだ加工食品で容器包装に入れられたものについては、表示の義務が課せられた。

しかし、店頭で対面販売される食品についてのアレルギー物質表示は免除されている。

本事業は、対面販売 される食品について、アレルギー物質の含有や店頭表示等の実態を把握するととも

に、消費者が食品中のアレルギー物質含有の有無を容易に区別できるように、店頭表示させることを目的

とした。

<実 施内容>

実施期間:平 成16年8月 から平成17年2月

対象施設:府 中市、小金井市、調布市、狛江市、武蔵野市、三鷹市内の食肉販売業(一 般)・ 飲食店営業

(そう菜)の2つ の許可を併せ持ち、その場で調理 したそう菜を対面販売している店舗(71施

設)。 〔いわゆる街のお肉屋 さん等〕

実施方法

(1)実 態調査:各 店舗の定番商品(コ ロッケ、メンチカツ、か ら揚げ、とんかつ、串カツなど)について、
アレルギー物質表示に関する調査、含まれているアレルギー物質の調査

(2)ア レルギー物質の店頭表示の指導、助言等

<結 果概要>

(1)ア レルギー物質表示の意識 ・実態調査

調査対象71施 設中、すでにアレルギー物質表示がなされている店舗は、10軒 であった。また、ア レル

ギー物質表示をしていない店舗の中で、アレルギー物質表示をしたいと思 う営業者は35軒 あり、6割 近

くの営業者が、ア レルギー物質表示を望むものの、実際に表示するまでには至っていないことがわかっ

た。そこで、アレルギー物質表示に関心のある店舗に対 して表示指導を行った。その結果、全店舗が保

健所の調査に基づいて作成する店頭表示を希望 した。

(2)調 査惣菜中に含まれるアレルギー品目

343品 目中、小麦323品 目(94%)、 卵209品 目(61%)、 乳106品 目(31%)、 落花生加工品4品 目(1%)、

豚肉256品 目(75%)、 大豆加工品202品 目(59%)、 鶏肉96品 目(28%)、 牛肉90品 目(26%)で あった。

<ま とめ等>

今回の調査から、そ う菜に高い割合でアレルギー物質が含まれているにもかかわらず、自主的な表示が

あま り進んでいないことが分かった。デパー トやスーパーでは、表示義務のある5品 目の表示は比較的な

されている。 しかし、零細店舗では、ア レルギー物質を含有する食品に関する知識が低いか、知識があっ

ても消費者に対して表示する方法がわからないため表示に至らないという事情があった。そこに保健所が

働 きかけ、零細店舗のア レルギー物質表示に対する関心を高め、店頭表示が実施されるようになり、初期
の目的が達成された。

今後 とも、積極的な監視、指導または講習会等を利用 した情報提供により知識の向上を図ることが必要

であり、そのことにより、アレルギー物質に起因する健康被害を未然に防止することができるものと思慮

される。

多摩小平

<事 業名>身 近な食品の抗菌作用(新 規)

<実 施目的>

近年、抗菌グッズがもてはやされ、定義も明確ではないまま 「抗菌」とい う言葉が独り歩きしている。

消費者や営業者からの問い合わせも増え、 「抗菌」に対する関心が高まってきた。当所では、古くから食

品の保存性の向上に良いと言われている香辛料や調味料について、具体的にどのような作用があるのか、

定量的に捉えたいと考え、ワサビ、カラシ、梅干、ニンニク等、いくつかの食品について実験を試みた。

<実 施 内容>
ペーパーディスク法に準じて試験を実施 した。大腸菌、黄色ブ ドウ球菌、腸炎 ビブリオを塗抹 した標準

寒天培地に、ワサビなどの検体をしみこませたペーパーディスクを培地上に静置 した。液体以外のものは

約8ミ リの円形に整えて、培地上に静置 した。24時 間培養後、阻止円の大きさを計測した。腸炎 ビブリオ

については3%食 塩を添加 した培地を使用した。

<結 果概要>

ニンニク、タバスコで大きな阻止円が得られた。しか し瓶詰めニンニクでは小さい阻止円しか得 られず、

生ニンニクとの違いが大きかった。梅干は量の多寡にかかわらず、同じ大きさの阻止円が得られた。米酢、

すし酢はほとんど同 じ結果であった。さまざまな阻止円が見られたが、その円の内部で菌が生きている場

合とすでに死んでいる場合、また阻止円はどのくらいの期間持続できるのか、等の問題が残 り、今後の課

題 となった。

<ま とめ等>

ワサビ、ニンニク、梅干など、抗菌作用があるといわれている食品について、ペーパーディスク法に準

じた検査を行った。30品 目のうち13品 目について阻止円が認められた。だがこの方法で阻止円が認められ

なくても、抗菌作用が無いとは言えない。 「抗菌作用」の定義や検査法が確立されていない現在、 「抗菌」

について、どのように営業者や消費者に説明して行くか、課題も多い。

島しょ

<事 業名>平 成12年 三宅島噴火災害に対する食品衛生監視員の対応について(中 間のまとめ)(新 規)

<実 施目的>

平成12年6月26日 の三宅島の火山活動開始から17年2月 現在までの島しょ保健所三宅出張所食品衛生
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監視員の業務内容を中間的に取 りまとめ、現状について速報的に情報提供するとともに、自然災害という

共通の課題 を抱えている島しょ保健所各出張所 ・支所の将来に向けた業務資料とする。

<実 施内容>

平成12年6月26日 の三宅島火山活動の開始から平成17年2月28日 現在までの保健所食品衛生監視員

(獣医を含む)の 三宅島噴火災害に対する対応について、各種資料の整理 ・収集、関係職員からの聴取等

により、記録としてとりまとめた。

<結 果概要>

(1)全 島避難中の三宅島に対する食品衛生対策

(2)三 宅島に23回 渡島し、防災関係機関である食品関係営業施設14軒 に対 して延べ186回 の立入 り、756

件のスタンプ検査を実施 した。その他、講習会の開催、 「災害復興時の三宅島における健康危機管理マ
ニュアル」の作成等の危機管理対応を行った。

(3)三 宅島の帰島に関する対応

生活関係営業者アンケー ト実施を実施することにより、現状把握に努めるとともに、帰島する営業者

を対象に衛生講習会を実施 し、被災者である営業者に対して情報提供と衛生指導を行った。

(4)帰 島後の食品衛生対策
三宅島に帰島 し営業を行っている施設に対 して、16年11月 ～17年2月 末までの間に、延べ159回 の

立入 り、528件 のスタンプ検査を実施 した。また、衛生講習会を4回 実施 した。

<ま とめ等>

17年2月 現在、食中毒や有症苦情等の飲食に起因する健康被害は一件も発生していない。これは、時に

はガスマスクを着用 しなければならない困難な状況の中で、食の安全に配慮 しつつ島内における食生活を

支えてきた食品関係営業者をはじめとする多 くの関係者の尽力や協力によるものが大きい。本報告は4年8

ヶ月の長期に渡る対応記録であり、記録の散逸により不明瞭な部分 もあるため、今後、関係機関等の協力

を得て、業務に役立てられるものとしていきたい。
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